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「電力改革の実現（2）」

スマートグリッドについて欧米等では日本に比べ現実的な取組みが進んでおります。今回は各国のス
マートグリッド推進の背景、対応状況を見てみます。

米国では発送電の設備、装置の老朽化が一因とされた2000年カリフォルニア州電力危機や2003年北アメ

リカ大停電をきっかけに、送配電網の整備を求める声が高まり、オバマ大統領が「グリーン・ニュー
ディール政策」を掲げ、大統領就任後「米国再生・再投資法」（※1）によるスマートグリッド関連への
約110億米ドルの拠出を決定し、州政府も合わせてのスマートグリッドへの取組みが一気に進んでおりま

す。

欧州諸国は2006年及び2009年にロシアが天然ガス供給を停止したことが、発電及びエネルギーの安全保

障上の大きな脅威として認識されたことで、国家の課題として再生可能エネルギーの拡大及びスマートグ
リッドの推進が必須と大きく舵がきられました。

ドイツでは国家プロジェクト『E-Energy』及びエネルギー経済法の改正をもとに2010年から住宅の新築
時、改築時にスマートメーター（※2）の設置義務、2011年から電力小売業者の時間帯別料金制導入、現
在のアナログメーターの2016年末までの廃止を進めております。

スウェーデン、イタリアでは既にスマートメーターがほぼ100％導入され、イギリスでは政府が戦略
「スマートグリッド：その機会」（※3）を発表し、また2020年までに全土で全戸にスマートメーターの

導入を完了するスマートグリッド化を図っております。

中国では恒常的な電力不足の解消、高コストの石炭火力発電への高い依存からの脱却が経済成長に不可
欠なことから、2020年までに「智能電網」（スマートグリッド）による電力整備に約4兆元を投じ、また
2020年までに再生可能エネルギーで15％のカバーを図り、全土的な配電の安定化、効率化を進める政策が、

「西電東送」（西域で発電し、東部へ送電する国家プロジェクト）とともに進められております。

この様に、欧米、中国では重大な国家課題として電力構造の改革に既に着手しており、今後の10年間で

クリーンエネルギーによる発電、スマートメーターによる電力需給の情報のコントロール体制の構築を一
気に目指します。

しかし、日本では送電技術の品質の高さによる少ない停電、地域電力会社による川上から川下までの独
占状況が長く続いていたことから、電力需給に関する積極的な改革が進んでおりません。日本は、2010年
6月に閣議決定した「新成長戦略」の「クリーン・イノベーションによる環境・エネルギ－大国戦略」の

中で、スマートグリッドによる効率的な電力需給の実現を掲げております。只、実際は「これから取組
む」という感が否めず、例えばスマートメーターの導入は「2020年代早期に、原則全需要家へ導入」とし

ておりますが、まだ実証実験が中心であり、全戸への実地配置についての実効速度は現時点では不明です。
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（注）本コラムは、マネックス証券Web-Site「マネックスラウンジ」の「マネックスメール」に掲載され
ている「スパークス・アセット・マネジメントの『SPARX Way』」をもとにスパークスが作成したものであ
ります。また、上記は電力に関する政策、企業行動について理解を深めていただくためのものであり、特
定の有価証券を推奨しているものではありません。
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国内の進捗が緩やかなことから、国内企業は海外マーケットでの展開を進めております。「三菱商事は
スペインで太陽光、風力発電事業などをアクシナオ社と共同運営、住友商事はスペインで大規模太陽光発
電所の企業主体となって運営、伊藤忠商事は米国オレゴン州でGEと世界最大の風力発電事業に参画、三菱

重工は英国で政府補助金による洋上風車の開発プロジェクトに参画、日立製作所は英国のエネルギー機関
が推進する太陽光発電の安定供給の実証実験に参画、昭和シェル石油はサウジで国営石油会社と小規模分
散型太陽光発電事業の調査に着手」（※4）などが海外で進められております。

諸外国の取組みスピードに遅れることは、電力需給の安定化が遅れるとともに、実用的な技術とノウハ
ウを実装した外国企業による国内マーケットの席捲を進めることになると考えます。スマートグリッドは
長期にわたって投資が必要となる取組みです。従って、日本にとって今回の震災及び原発停止は、諸外国
の抱える電力問題の背景以上に、日本における電力革命の推進及び一時的な経済の停滞からの復興にとっ
て、国家・国民的な契機として即刻取組むべき契機、と考えます。もはや議論・総意をもとにインフラ投
資を考えていては、国際的なスピードに間に合わないため、出来るところから着手、投資を進めることが
必要であると考えます。

※1：American Recovery and Reinvestment Act, ARRA
※2：通信機能や機器の管理機能を備えた高機能な電力メータで、事業所や家庭内に設置し、電力の

利用状況をリアルタイムで把握することができる
※3：Smarter Grids：The Opportunity
※4：2010年版エネルギー白書より


